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永 純 弘
はじめに
社会の高度情報化が強く叫ばれ，情報処理のメディアとそのシステムの管理
技術が飛躍的発展を遂げている現在，われわれが利用できる情報は伝統的な統
計調査の結果として与えられる数値情報の範囲を逢かに超えて，多種多様な非
統計的情報の広大な領域に及んでいる。既にいわゆる統計情報の分野において
も，従来の「統計＝社会集団基調の統計調査結果」と並んで，特に経済統計の
領域において非統計的目的に立って収集される多様な記録類が統計として駆使
されているのは，改めて多くの業務統計の例を挙げるまでもなく周知の事実で
ある。
この事情により一方では，統計の性格を明らかにするために統計調査過程を
研究する場合，統計と非統計を峻別することが特に必要とされるのであるが叫
同時に他方，多様な社会情報の利用にあたっては，統計と非統計が共に社会情
報としてもつ共通の性格，すなわち，「意味的情報」としての特性を， 自然情
報とくに純粋に形式的な数値情報である工学的情報との対比において明確にす
ることがとりわけ重要である丸
統計数値情報の数理的処理手法を展開する数理統計学が工学等で適切に利用
され，新技術の開発にも大いに役立ってきたことは，品質管理のための統計的
1)木村太郎，『統計・ 統計方法・統計学』， 1977年， 54ページ以下。なお，同氏「コメン
ト」（『社会科学と・しての統計学第2集』） 1986, 75~6ペー ジ。
2)今井賢一，『情報ネットワーク社会』， 1984,44~6ページ。
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方法の適用を見ても明らかである。しかし，対象の規定性が豊富で独特な意味
内容をもつ社会情報の利用にとっては，数理的処理方法の無差別な機械的適用
はかえって研究の空洞化につながるということがたびたび指摘されてきた。情
報処理メディアのハードおよびソフトの論理が優れて数理的であるために，統
計をもふくむ社会情報の処理にあたっても，再び数理的操作を万能視する観念
が強まっている。
こうした風潮にたいして， われわれは既に社会統計学の研究成果を踏まえ
て，社会情報としての統計に関しては，これを正しく利用するための前提とし
て統計の信頼性を批判し，その正確性を吟味する一一つまり統計の真実性を検
討する—ための基準を与えられている。その作成過程において統計とは異な
る手続きを経る統計以外の社会情報にも，これを利用して正しい社会認識に役
立たせようとするときには， やはり何よりもまずその真実性の検討が絶対に必
要である。情報提供者の不注意や意識的歪曲による虚偽情報や誤報，真に必要
な情報の欠如等のためにわれわれが判断を誤る機会は，情報化が進展すればす
るほどますます広域化しまた頻繁になるからである。
本稿の目的は，今日の発展しつつある情報処理技術のもとで，社会情報の利
用原則を再確認し，その誤用を検討批判するにある。
I 
社会情報はわれわれが社会についての客観的な事実を認識するために不可欠
の情報である。認識結果の利用目的が行政であれ，科学的分析であれ，社会・
歴史的な事実を客観的に正しく反映することは社会情報の第一の要件である。
統計情報もまた社会認識にとって不可欠の手段であることは皇言うまでも：ない
が，他の社会情報と異なり，統計は客観的な社会・歴史的事実の総体の数量的
側面を反映するところに特徴があり，そのためこれを利用する社会認識は一面
的， 経験的なものにならざるをえない。 したがって完全な社会認識のために
は，統計の背後にある社会諸関係の理論的認識を導きの糸としながら，統計以
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外の社会情報をも十分に駆使することが必要である。多様な非統計的社会情報
のなかには経営組織の内部で常時作成される経理記録のような数量的な情報も
あるが，社会調査の一つの結果として客観的な社会的事実を個別的・質的に反
映する情報，その他多くの歴史資料もある。これらの非統計的情報を統計とと
もに相互補完的に利用するには，なによりもまず，これらの社会情報によって
経験的に記述される事実のもつ真の意味を，その歴史・社会的文脈において正
しく読み取ることが必要である。
情報の処理と伝達のメディアが発展し，情報ネットワークが開発されるニュ
ー・メディアの時代となった現在，社会情報もデークベース形式で総合的に利
用することが可能になる。データベースには文字情報を主要素とする情報のベ
ースである文献データベースと，事実を直接に伝達するための情報のベースで
あるファクト・データベースがある。社会活動の諸指標や社会統計のデータ
は，このうちで観測・実験データと並んで数値情報を主要素とするファクト・
データベースの一つであるとされている。
数値情報を主要素とする社会統計データベースについては，ベースの作成と
利用に次のような特徴があるといわれている。まずデークの入力に先立って，
収集されたデータの品質，つまりその社会情報としての信頼性や正確性が評価
される。またデークの利用にあたっては，検索されたデータの解折としてデー
タ変換，作表，作図，平均値，標準偏差などの基礎統計量の計算などの簡単な
ものや，相関分析，回帰分析，多変量解折など，そして推算式やシミュレーシ
ョンによるデークの予測などが行われる。
さらにすすんで，二つ以上の異種のファクト・データベースを結合して総合
的に利用する場合にも，データ検索後の処理として，分布計算，表作成，グラ
フィック表示のほか，デークの高次処理として，推定，相関分析，時系列解析，
回帰，主成分分析などの統計解折が可能であるとされている丸
3)以上のデータベース利用論としては，科学技術庁編，・データベースの高度利用， 1985
年参照。
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ファクト・データベースとして与えられる社会統計情報の以上のような処理
とその利用は，いずれもデータベースの高度利用の特徴とされているのである
が，その基調には統計デークを観測・実験データと同様に，まず数値情報とし
て処理するという考え方が貫かれている。数理統計学的な諸手法が主役を演じ
ているのは言うまでもない。しかしこのよ・うな統計利用のみが果たして社会情
報としての統計情報の本来の利用形態であるといえるであろうか。
たしかに大量の多様な統計データをデータベースの形で収集，検索，加工す
ることが可能になるのは，社会情報の処理として望ましいことであろう。｀しか
し統計データを社会的に意味のある情報として処理し，利用するには，そもそ
もデータベース作成段階から考えておかねばならない点がある。その第 1はい
わゆるデータと情報の概念の違いである。経営学者マクドノウのいうように，
データは「評価されていないメッセージ」にすぎないのにたいして， 情報は
「特定の状態における価値の評価されたデータ」である4)。データはそれ自体
がそのまま情報になるのではない。山徳容至男氏はデータが経営情報となるの
は，「一定の約束のもとにデータのもつ意味が知覚され， それが不確実性を減
少させ，使用との関係で価値が評価されたとき」であるとしている5)。意味媒
体としてデークのもつ意味が顕在化したときそれが情報となるというのであ
る。データと情報の概念のこのような違いは，観測・実験データとして入力さ
れる数値情報にもいえることであろうが，社会情報としての統計という数値情
報の重大な特質がここにある。統計が数値情報であるのはこの情報が数値デー
タという媒体によって表現されることにほかならず，このことによって統計情
報が意味をもたない単なる数値データになるわけでもなければ，観測・実験デ
ータと同一の意味をもつ数値情報になるわけでもない。したがって，データベ
ースを単なる数値データの集合としてでなく，社会情報の集成として処理・利
4) A. M. McDonough, Information Economics and Management Systems, 1963. 
p. 76. 
5')山徳容至男，経営情報品質管理論， 1984, 8ペー ジ。
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用するときには，データの収集，加工，利用の総ての過程において情報として
の統計とその加工結果の意味を見失わないことが何よりも重要である。
第2に，ファクト・データベースの利用においては，上述のように基礎統計
量として平均値や標準偏差が求められたり，高次のヂータ処理として推定，相
関分析，回帰分析，時系列解析，主成分分析，多変量解析，モデル分析，シミ
ュレーションなどが予想されている。ここでも社会情報としての統計の利用を
主題に考える限り，数値情報であるから直ちに数理解析を展開するのが当然と
するのは，統計情報に固有の意味を忘れた短絡的な思考である。ファクト・デ
ータベースに保有される膨大な分量の統計デ.:....タは，それ自体を管埋するデー
タベース管理システム(DBMS)によって， あるいはアプリケーション・プログ
ラムによって，既製の統計解析ソフトのパッケイジである SAS,SPSSなどと
結合されれば，上記のような解析を容易に受けられることになろう。しかしそ
の結果が単なる数値データの無意味な計算に終わらないで，社会認識に役立つ
統計情報のデータベースによる処理となりうるかどうかは別個の問題である。
データベースの利用は，手作業とは比較にならないほど多量のまた多様な統
計データの高速処理を可能にする。しかし，既製の統計解析のバクーンの機械
的な適用は，統計情報を素材とする社会認識の過程にいたずらにブラック・ボ
ックスを持ち込むだけに終わるのではなかろうか。これを避けるには，データ
ベースの利用そのものを断念するというラダイツ的な方向に逆行するのではな
く，デークベースの総合利用のありかたを工夫することが必要であろう。すな
わち，統計情報とその加工，利用の結果の意味を明らかにするために，統計デ
ータの入力にはじまり，その加工，検索，利用にいたる諸段階，とくにデーク
ベースの総合的結合利用の段階において，文字，画像，映像，音声などの諸情
報を主要素とするファクト・デークベースや全文デークベースに含まれている
資料を最大限，補完的に利用することが必要であろう。
データベースの総合利用における，数値情報以外のファクト・デークベース
の結合，相互補完的利用は，実質的経済研究を例にとれば，統計デークが「非
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統計データ（種々の歴史資料，実態調査資料，記録資料）を含む必要な諸他の事実デ
ータと結合され，現実の具体的経済過程の本質的側面・現象を指標体系によっ
て反映しうるよう整理加工される」ことにほかならない6)。統計指標があらわ
す量的時系列変化と歴史年表による質的規定とを結合する方法などはその有力
な一例であろう。量的時系列変化への数理的解析の機械的な適用は，無条件に
統計情報データベースの高次の利用になりうるものではない。データベースの
もつ高度の検索能力，データ加工能力を社会認識の本来の過程で十分に生かす
ためにも，数値情報と非数値情報との結合，相互補完が必要であろう。
現在開発されているデータベース， データベース管理システム(DBMS), ァ
プリケーション・プログラムは，必ずしも以上のような社会認識のための総合
利用に適合的なものになっているとは言えない。しかしながら，今後開発され
る人工知能， 知識ベース・システム， エキスパート・システムなどを利用し
て社会認識を深めるにも，データベースの数値データ処理能力だけを高めるこ
とでは不十分であろう 7)。
情報処理・ 伝達のニュー・メディアのハードの技術が次々と開発され，情報，
の加工• 利用がますます多様・広域・高速化されつつある今日， データベー
ス・システムは，社会情報としての統計の利用にとっても極めて有効な手段と
なるであろう。しかし，このことによって紐桧認識における数値情報とこれを
数量的ないしは数学的に処理する方法の位置づけという問題が自動的に解決さ
れ，社会研究，経済研究における数量分析の意義がにわかに高まるわけではな
い。いなむしろ，統計情報利用の多様・広域・高速化はますます，この情報を
駆使する数量分析の役割についての原則的な再検討を要求するであろう。
JI 
統計を社会情報として利用するのは，言うまでもなく社会・経済の実質的な
6)喜多克已、農業問題と統計， 1983年， 31ペー ジ。
7)科学技術庁編，『知識ベー ス・システム』 1,985参照。
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研究における重要な一部分である。この場合統計という数値情報が直接にあら
わすのは，研究対象となる事実またはその過程の本質をあらわす現象的な諸側
面の一つとしての数量的な側面である。社会的事実または過程の本質を全体と
して認識するには，問題とする対象や過程の本質を分析する理論に導かれつ
2, その一側面を表す指標としての統計を利用することが必要である。事実に
よる検証を経ない抽象的な理論の展開が，社会科学的研究を実証なき理論の空
転におとしいれることを避けるために，指標としての統計情報の利用が不可欠
であることは繰り返すまでもない。
しかし，この場合にも統計が数量的な事実をあらわす数値情報であることか
ら，直ちに統計利用のすべてが必然的に数量分析ないしは数学的方法による分
析に帰着するというわけではない。経済研究における数量的分析の意義を，個
別的な分析方法に即して具体的に検討した山本正氏は，数量的経済分析を，次
のような広範な統計利用の諸形態に亘って検討することを課題としている凡
すなわち，①経済学の理論を用いて「法則を検証，または発見しようとする」
場合（基本的統計利用），③ 「数理的な統計解析法を適用して，いわゆる『統計的
法則』を発見しようとする場合，⑧経済理論による枠組みにもとずいて「統計
を体系的に利用する」場合（国民経済計算体系の構築）， ④ 「計量経済学的手法に
よる統計利用」．⑥ 「線形計画法， システム論を用いる経済分折と国民経済管
理体系における統計の利用」， の5つである。山本氏はこのように多岐にわた I
る統計利用の形態＝数量的経済分析の有効性を，それぞれの統計利用の方法の
具体的形態に即して詳細に分析する。氏がここで経済分析の有効性と言うの
は，「社会構成体の土台としての生産関係が生産力ならびに自然環境との密接
な関連において把握し，人々をして各自が生活している経済的環境，条件を明
確に理解させ，その環境を改善し，生活をより豊かにし，有意義ならしめてい
く方途を具体的・数量的に指示するという意味における有効性である」9)。 こ
8)山本 正，『数量的経済分析の基本問題』， 1984年， 1-2ページ。・
g)山本正，同上，・1ペー ジ。
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の意味での多様な有効性を認められる統計利用の形態のすべてが，はたして社
会情報としての統計の科学的な利用となりうるかどうかについては，氏の指摘
した諸形態に即して具体的に検討してみなければならない。しかし氏はこの研
究を一貫して「対象の量的側面と質的側面を不断の統一において研究しなけれ
G 
ばならない」10)という見地に立ち，「数理的解析を経ずとも，統計それ自体が十
全の意義をもつこと，非数理的な，統計と経済理論との結合による分析が数量
的経済分析の基本的なあり方であり，基礎である」11)としているのは， 統計利
用の一般原則として重要な指摘であろう。われわれはこのような見地から山本
氏が，国民経済の体系を経済諸量間の相互依存関係として把え，数学的には関
数関係（単一または連立の方程式体系）， 数理統計学的には相関関係， 回帰関係と
して取り扱う数理的な数量的経済分析法が「経済実体がもつ特性に適合せず，
様々な難点をもつ」ことを12)明らかにしていることに注目しなければならな
い。けだし，社会情報としての統計の利用としてはすでにみたとおり，数理的
な数量分析が常に主導的でなければならない理由は全くないからである。
数理的統計解析主都の数量的分析については， 「対象の規定性が豊富な社会
現象の研究への適用にさいしての幾多の制約を無視して，それどころか数理統
計学的手法とくに確率的操作の適用によってこそ社会科学が科学に近づ<'と
いう転倒した把握」（一数理形式主義）がこれまでにも， 社会統計学的研究によっ
て繰り返し批判・指摘されてきた。勿論，これは「処をえた数理的操作の適用
を排除する」 もなければもので ， 「社会現象の数量的側面を適確に要約する数
量的概念なり手法等」の積極的開発を否定するものでもない13)。数量的手法が
いかにして「処をえた」ものとなり，また「社会現象の数量的側面を適確に要
約する」ものとなるかを，一般的にも個別的にも検討することこそ，統計情報
10)山本正，同上， 10ペー ジ。
11)山本正，同上， 192ペー ジ。
12)山本正，同上， 194ペー ジ。
13)以上の引用は，伊藤陽一， 社会的課題と統計学， 「社会科学としての統計学第2集」
（第5章，統計学の今後の課題）， 1986,362~3ペー ジ。
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の利用の最大の問題となるのである。データベース利用が現実に可能となった
今日，既に述べたようにこのことの必要はますます高まっているのである。
これに関連して，「政策科学」（一民主的改革と民主的経済政策の形成についての分
析・理論）の展開という目的にたつ統計利用における数量分析の意義づけに言及
しておかねばならない。言うところの「政策科学」の展開を目的とするからと
いって，信頼できまた正確な統計情報が常に与えられるものではないことは言
うまでもない。それどころかこの目的のために利用するには，いっそう統計情
報の真実性の厳しい批判的検討が不可欠である。そのうえで利用しうる統計情
報が「政策科学」における構造分析と両立し，これを具体的に補完しうる数量
分析の素材として利用できるかどうか，利用できるとしても分析を主導するの
が非数理解析的な数量分析なのか，それとも数理解析的なそれなのか，さらに
すすんで確率論に基づく計量モデル分析の手法になじむものなのかどうか，と
いった諸点を慎重に検討しなければなるまい。「諸政策の具体的量的な規定，
効果の比較，優先順位と組み立て等」14)のためだからといって， こうした検討
を省略して，経済諸量の相互規定関係→数量分析→連立方程式体系→計量経済
学的モデル分析という展開に突進することが唯一の道なのであろうか。経済諸
量の相互依存関係ないしは相互規定関係といっても，その根底には経済的諸範
疇の質的な交互作用の関係が不可分の一体として横たわっているのではない
か。いうところの「構造分析」はこうした交互作用を複雑な因果連関（関数関係
としての方程式体系はその抽象的量的な一面しか表現できない！）を具体的に分析する
ことのできないほど粗雑で無力なものなのか？ そうだとしたらここでの数理
解析は残念ながらその科学的な外見に反して，正しい理論によって導かれてい
ない数理解析主導の数量的分析の独走に止どまるのではなかろうか。「経済諸
現象の間にはA→B→Cといった単線的関連だけでなく
14)野澤正徳，「統計学の基本問題」（『社会科学としての統計学』，第2集，第1章）への
「コメント」， 23ペー ジ以下。
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A→B→C 
↑ 
といった複線的関連が広汎に存在する」15)のは， 当然のことであるが，独占資
本主義の諸現象間の関連を少数の（その殆どはパラメータにかんして一次の）数式で
表現することで，この困難な分析の前提が満たされるのであろうか。
計量モデルを用いる数量分析にもとづくシミュレーションの結果が，モデル
の方程式の係数が安定的でないことから限られた意味しかもたないという批判
的指摘16)にたいして，「民主的改革の数量分折は， 第一に， 将来の単なる予測
ではなく，過去または近未来の期間について，独占本位の政策と対比して，代
替的な民主的政策の効果の分析を行っている………第二に，マクロ計量モデル
では，階級的力関係の変化に対応して，独占の行動様式の変化と規制を反映さ
せるため，方程式のシフト＝定数項の修正を行っており，第三に，階層別計量
モデルでは，投資関数が階層別に分割されており，各々の係数が相異している
ために，シミュレーション中に全投資にしめる大企業と中小企業の比率が変化
することによって，両者の加重平均である集計的投資関数の係数は，変化して
いる（消費も同様）」17)という。
計量モデルが将来の経済行動についての予測においていかに惨めな経験をも
っているかは，今日ではほかならぬ計量経済学者自身の広く認めるところであ
るが，とくに投資の構造方程式はこのモデルの最も弱い部分であると言われて
いる。専門の応用数学者J.M.プラットはその理由を「これらの方程式の基礎
をなしている経済理論が将来の不確実性を無視している」18)ことにあるとして
いる。モデル分析の予測能力の低さを認めつつもなお代替的な民主的政策の効
果の分析が行われるというが，それを保証するのはいかなる経済理論であろう
15)置塩信雄／野澤正徳編，『日本経済の数量分析』， 1983,262ペー ジ。
16)近 昭夫，「統計学基礎論」（『社会科学としての統計学第2集』）， 1986, 13ページ参
照。
17)野澤正徳，前掲「コメント」， 24ペー ジ。
18) J.M. ブラジト． 「経済学者は数学をどれほど誤用しているか」 (A.s. アイクナー
編，百々和訳，『なぜ経済学は科学でないのか」， 1986,第7章， 261ペー ジ。
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か。政策効果の分析が成功するためには，代替的な政策が実施されないときに
モデルがあらわす経済システムがいかに動くかの正確な予測が必要でぁり，ま
た代替政策の適用にたいしてこのシステムがいかに反応するかの正確な分析が
不可欠であろう。工学的な制御の場合ならば， いわゆる「フィードバック制
御」はシステムの構造が不十分にしか分からないときにも作動するように設計
できる。制御メカニズムの堅固な制御がヽンステムの固有の性格から相対的に独
立にその動きを決定することができるからである。しかし，経済政策の代替が
そのような堅固な効果を発揮できるのは，おそらく戦時統制経済の時ぐらいで
しかあるまい。
独占の行動様式の変化と規制の効果が方程式の体系全体や，主要な変量の係
数を変化させるのでなく，方程式の定数項の修正によって表せるというが，そ
の根拠はどこにあるのか。政策変更が経済主体に及ぽす影響とそれにたいする
経済主体の側の反作用あるいは反応は，この過程の複雑な因果関係の分析によ
らないかぎり，正確に表すことは不可能であろう。厳密なる分析を志向し，具
体的で正確な経済システムの動きを記述すべき数量分折にしては余りにもラフ
な想定にもとづく計算ではなかろうか。
数学的な関数（量的対応）関係や確率的関係の認識が法則認識以前の段階にあ
って，因果関係（必然性）や事物の交互作用の認識のようなより高次の法則的認
識の段階にとって代りうるものでないことが明確に理解されていないのは，以
上のような計量モデル分析有効論の致命的な欠陥である。関数関係の分析によ
って因果関係を十分に分析することはできないという批判にたいして，それは
「因果関係と相互規定関係を対立的に，あるいは前者を後者より高次の関係で
あるととらえて，後者を究明することの意義を軽視ないし否定するとすれば，
それは誤りである。………因果性は普遍的相互依存性の特殊ケースである。」
という反論がある 19)。しかしこの反論は混乱している。いうところの相互規定
関係，普遍的相互依存性が交互作用の法則的認識を意味するものであるなら
19)置塩／野澤編，前掲書， 272ページ。
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ば，それは諸量間の関数関係の分析によってとうてい達成することの出来るも
のではなく，また単に事物相互の量的対応関係を意味するに過ぎないならば，
その数量的ないしは数学的分析をもって因果関係の認識に代えることは出来な
い。いずれにしても，計量モデルによる数量分析の有効性の主張は，たかだか
事物の量的対応関係の要約記述にすぎない法則的認識以前の分析にたいする，
いわれのない過大な期待の表明にすぎない。
こうして計量モデルによる数量分析手法が，社会科学の理論に導かれ，統計
情報の真実性の検討を経た本来の数量分析の名に値するかどうかは甚だ疑わし
いのであるが，この手法の欠陥はいわゆる不規則撹乱項の導入によって更に拡
大される。プラットも正しく指摘しているように， こうした項が不規則だと
考えられる理由はなく，「それらを正規分布によって取り扱うという通常のや
り方は，経済学の分野では受け入れられない。………計量経済学は大きな撹乱
を無視し，小さな撹乱の累積効果をもっぱら強調するのである」20)。撹乱項を
含まない決定論的な方程式に既に，現実の動きとの不一致があるが，それは計
量モデル分析でいわれるような不規則な事象に主として帰着されるものではな
く，数量分析に「使用可能な方程式を得るために実施しなければならない，避
け難い単純化とか近似から生ずる」のである。それは「一定の規則に従うもの
であって不規則なものではない」21)。
撹乱項の不規則性についての前提が現実に合致するかどうかの証明は，先験
的にも実証的にも不可能であるとしながら，なおこれを前提した確率モデルの
使用に固執する論者は，これを利用するのは，この前提が「最小自乗法がいろ
んな意味でよい推定値を求めることを保証する条件」22)であるからにすぎない
という根拠づけにまで後退する。社会情報としての統計データを利用する数量
分析にとって，確率論の適用が可能でありまた有効であるとされる根拠は，こ
20) J.M. プラット，前掲書， 262ペー ジ。
21) J. M. プラット，同上。
22)置塩／野澤，前掲書， 275~6ペー ジ。
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の論者の場合はきわめて薄弱である。
ところがこれまた法則認識以前の段階であるにすぎない統計的規則性の検出
を統計利用の目標とする，つまり大数法則基調の統計的処理を社会現象にも広
く応用しようとするこの見解は，その有効性を強調しようとして，主要なカテ
ゴリーである確率概念を形式化ないしは主観化することに活路を見いだそうと
する。しかし社会統計学のこれまでの研究結果によれば，確率論が適用され，
統計的規則性の検出が実質的に意味のあるものになるのは，確率概念が経験的
に基礎づけられる場合だけである。 R.v. ミーゼスのコレクティフ(Kollektiv)23>
や， L.ホグベンの反復構成体(frameworkof repetition)24>が形成される場合が
それである。これらは同一条件下での多数回の試行の結果や同種多数個体の集
団があたえられる場合であって，人為的につくりだされるものとしては，サイ
コロ投げの結果の数値系列や，大量生産製品の品質管理における「統計的管理
状態」25)が，また， 客観的に与えられるものとしては， 気体分子集団における
分子の運動，プラウン運動，物理学における「ゆらぎ」現象などがその典型的
な実例である。コレクティフや反復構成体の特徴は，その全体と任意の部分に
おいて，これを形成する各項の出現の可能性が等しい（特定の標識の出現する相対
的頻度が一定の極限値を持ち，ミーゼスのいわゆる項位選出に不感的な）ことである。
蛯川虎三氏のいわゆる，集団の大きさを任意に大きくすることができ，また，
集団性の方向が単一特定であるような集団，つまり「純解析的集団」が構成さ
れる場合もこれにあたる26)。確率はこのような場合に限り，相対的頻度の極限
値，あるいは特定方向の集団性の強度をあらわす測度となる。社会現象にこれ
が認められるのは人口集団の特性としての死亡率（生命保険の基礎となる）， ある
23) R. v. Mises Wahrscheinlichkeit Statistik und Wahrheit, 3te Aufl., 1951 S. 
12~3. 
24) L. ホグベン著，木村和範訳，『統計の理論」， 1986,70~71, 436ペー ジ。
25)坂元平八，「因果律と統計的規則性」，『科学」（岩波）， Vol. 84, No. 5, 277, 280ベー
ジ。
26)蛾川虎三，『統計利用に於ける基本問題』， 1932,42, 58~62, 324, 参照。
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いは蛯川氏のいう出生児集団の性比などのように，安定的な規則性が見られる
ごく限られた場合だけである。
計量モデルに不規則的な撹乱項が導入される場合には，しかし，確率概念を
経験的に基礎付けるコレクティフ，反復構成体，純解析的集団，統計的管理状
態の実在または成立要件はほとんど充たされていない。にもかかわらず撹乱項
を確率変数とみなし，ましてやその正規性をあえて仮定するということになれ
ば，「数学的確率を単に， ある種の事象の出現にたいするわれわれの主観的な
信頼感の仮想的な表現とみなす」考え方，つまり， A.N. コルモゴロフのいま
しめた「数学的確率の観念論的で主観的な意味付け」27)に陥らざるを得なくな
る。その結果は必然的に，事象についてのわれわれの無知も確率的に評価でき
るという，確率概念の主観主義的解釈に道を開くことになる。（昭和61年7月の
経済統計学会における野澤正徳氏の報告参照）。
われわれは民主的な経済政策によって経済や社会の現状を改善しようという
政治目標に些かも反対するものではないし，社会情報としての統計利用の究極
目標の一つをそこに置くことに異を唱えるものでもない。しかし，このような
良き意図に基づき，重大な意義のある目標を達成するために利用すべき方法と
しては，計量モデルによる数量分析の手法は余りにも粗雑すぎるのではなかろ
うか。数量分析が計量経済モデル分析のレベルにとどまることなく，経済理論
主導の本来の統計利用の方向に発展しないかぎり，遺憾ながらこれに対するプ
ラットの次のような厳しい批判を克服することは，計量モデル分析による代替
政策の比較， 選定の場合にもやはり不可能であろう。プラットはいう，「計量
経済モデルが，簡単な時系列外挿法からの予測よりも明らかに優れた経済予測
を行うことに成功するまでは…'..最適制御理論をむやみに応用して政治家のた
めに「最適」政策を引き出すことは，犯罪的過失にも匹敵するのである」と28)。
27) A. N. コルモゴロフ，是永訳，「数学的確率」，（『統計学」， 第37号， 1979年9月， 88
~9ペー ジ。
28) J. M. プラット，前掲書， 264ペー ジ。
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浜砂敬郎氏のいわゆる「先進資本主義国における『段階的接近法』の定着」29)
もまた計量モデル分析の脆弱性を裏付ける一つの事実なのではなかろうか。
][ 
コンビュータの普及，情報ネットワークの構築，ニューメディアの開発と，
いわゆる情報化が急テンポに進められている現在，われわれにはますます多様
で大量の社会情報を高速処理する技術的手段が与えられる。社会情報としての
統計を含む多種多様な情報は既に氾濫状態にあるとさえ言われている。統計が
単なる数値情報として数理的に解析されたり，数量的記述の手段として利用さ
れたりする機会も，データベースの利用に見られるように，飛躍的に増加して
いる。しかしながら現に用意されている既製の数理的ないし数量的な統計利用
の一見汎用的な諸手法を機械的に適用するだけでは，その意味が社会的歴史的
に規定されている社会情報としての統計の正しい，実りある利用にはなりえな
いであろう。数量分析すなわち計量的手法の適用については， 「設定されてい
る課題・目的との関連で，具体的に手法ごとにたちいって検討されるべきであ
ろう。一般的論議は話を先にすすめない恐れを持つ」30)という見解がある。た
しかに一般的，総論的には「質的分析と不可分の関係において」，「一定の限界
において」，「統計の批判的加工を前提にして」などと断りながら量的分析を行
うというが，個別的，各論的にはこうした制約を忘れ去り，既成の具体的な手
法の無批判的機械的な適用にも「一定の有効性」（その評価の基準は必ずしも明示
されていない）を安易に認めるというのならば， 一般的論議の意味はほとんど
ないといってもよかろう。しかし論者がよってたつ数学観，確率観，統計的法
則観，特にその社会科学方法論（研究方法論，認識論の一般規定だけではない）が問
29)浜砂敬郎，「統計学の今後の課題」（『社会科学としての統計学，第2集』）， 1986,373 
~4ページ。
30)伊藤陽一，「社会的課題と統計学」， （『社会科学としての統計学， 第2集』）， 1986, 
365ページ。
81 
1088 闊西大學『続清論集』第36巻第5号 (1987年2月）
題にされるときに，一般的な検討を避けて通ることはできない。いかに特殊具
体的な手法を利用するにも，論者が好むと好まざるとにかかわりなく，また設
定された課題や目的が何であろうとも，一般的検討を中止する訳にはいかない
からである。こうして，情報化の進展する新しい条件のもとで，社会科学研究
方法論において，社会情報としての統計の利用のありかたを一般的に検討し，
同時にまた，統計利用を国民経済計算体系や産業連関分析などのいわゆるマク
ロなレベルでの諸問題の領域にせまく閉じ込めるのでなく，社会科学としての
統計学がこれまでに研究してきた統計利用法を，数理的解析および数量的分析
ないし記述のための諸カテゴリーの検討をもふくめて詳細に，個別的に検討す
ることが当面の重要な課題となるであろう。
(1986年11月27日）
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